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研究要旨： 

「健康づくり・多様な健康問題」に関し、保健所の企画調整、人材育成、関係機関との

連携・協働構築、ソーシャルキャピタルの醸成、保健師機能などについて生活習慣病、難

病、障害保健福祉の事例を提示して考察した。保健所の高度な技術的専門性や企画調整機

能を認識するとともに、地域の関係者、行政などと一体となって同じ目的を抱き課題を共

有し、みんなで智慧を出しながら、各々が主体的に取り組める環境をつくることが大切で

ある。 

 

 

Ａ．研究目的 

 健康づくり・多様な健康問題への取組は、

地域保健において重要な課題である。昨年

度実施した。その中で、保健所に期待され

る役割としては、ソーシャルキャピタルの

醸成を土台とした地域健康づくり活動、住

民協働、難病対策における地域格差、障害

者総合支援法に対する市町村の取組の地域

格差などが課題としてあげられ、自治体内

での関連施策の連携のための国保部門・自

治体幹部へのアプローチ、地区担当保健師

制の推進、解釈付きの疫学統計情報の提供、

保健活動の客観的評価と情報提供、生活支

援の実施主体（福祉）と連携しての患者の

健康管理面・医療面を担当する難病対策、

障害福祉における医療との連携や広域調整

などが保健所の役割として期待されている。 

 本報告書では、分担研究者の所属する保

健所で行われた健康づくり・多様な健康問

題への取組について、3 事例を紹介し、若

干の考察を加えて報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

 高知県安芸福祉保健所における 2020

年度の「健康づくり・多様な健康問題」

への取組のうち、「糖尿病重症化予防に

関する活動」「難病に関する活動」およ

び「自殺対策と障害や生きづらさを抱え
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る人への就労支援体制づくり」について

事例を紹介し、保健所の機能について考

察する。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

１．糖尿病重症化予防に関する活動 

 安芸福祉保健所管内は生活習慣病（糖

尿病、心疾患）による年齢調整死亡率及

び 40-64 歳年齢調整死亡率（壮年期死亡）

が県及び全国と比べて高く（糖尿病年齢

調整死亡率 H30年：全国 3.89、県 4.88、

安芸管内 7.72）、人口に占める透析患者

の割合が高い(H30 年、全国は約 370 人に

1 人が透析患者の割合、管内市町村は全

国より割合が高い)状況にある。このため、

平成 20 年度より少しずつ発展しながら

糖尿病重症化予防の地域での取組を進め

てきた。 

１）主要な取組  

（１）「安芸圏域糖尿病専門部会」（平

成 20 年度発足～現在） 

 保健所に「安芸圏域糖尿病専門部会」

を設置し、糖尿病専門医の協力を得て、

医師会、薬剤師会支部、県立病院の医師、

看護師、薬剤師、管理栄養士などの医療

職と県介護支援専門員連絡協議会東部ブ

ロック会から介護支援専門員、市町村か

ら保健師、管理栄養士などを加えて情報

や課題、活動結果を共有しながら取組を

展開している。CDE 高知東部地区世話人

会、市町村、地区組織、保健所が協働し

てイベントを実施し、地域住民への予防

啓発や健康相談などを各地区で毎年開催

した。市町村健康まつり等への参画(3・4

回/年) や糖尿病研修会(3 回/年）・CDE

高知東部地区勉強会(4 回/年)・東部地区

世話人会会合(3 回/年）を通して、活動

の目指すものが共有され、いわゆる「顔

のみえる」関係づくりがすすみ、地域全

体に取組が拡大できた。 

（２）CDE 高知（高知県糖尿病療養指導

士）育成支援 

 CDE 高知東部地区世話人会と連携し、

広く医療や介護の関係機関、市町村役場

などに働きかけて、CDE 高知取得者を確

保･増加させた。発足当初（H27)101 人の

ところ、5 年後には 142 人と増加した。

また、所得者が所属する機関数は 34 機関

から 49 機関に拡大し、専門職の活動が地

域に広く浸透しつつある。また、年間 10

回程度開いた勉強会、研修会、話合いな

どを通して、スキルアップと情報共有を

図った。 

２）考察 

 限られた医療資源、マンパワーの中で

効果的に糖尿病予防対策を推進していく

ためには、地域の専門職や地区組織、行

政などが一体となって話し合い、各々が

主体的に取り組むことが有効である。そ

のための企画調整の一翼を保健所が担っ

ているが、地域の専門職や地区組織との

適切な役割分担を図りながら同じ目的に

向かって進んでいくことが大事である。

なお、この間、糖尿病に関連する死因の

減少に相まって 40-64 歳年齢調整死亡率

は改善した。 

 

２．難病に関する活動 

１）保健活動の概況 

（１）家庭訪問 

 2019 年度、A 対応※患者と指定難病新

規申請者を中心に在宅療養患者 91 人の

家庭訪問を行い、要望がある患者には、

継続して訪問した（延べ訪問数：251人）。

2020 年度は、新型コロナウイルス感染症

による緊急事態宣言等により、家庭訪問

の開始は 6 月からとなったが、10 月末現

在で 72 人（延訪問数 134 人）の家庭訪問

を行ってきている。 

 ※ A 対応（要強力支援）：日常生活

に支障がある難病患者で、医療や看護、
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介護サービス等の提供を要し、関係機関

によるサービスの導入が必要な在宅患者

または在宅への移行期にある者。2019 年

度には、訪問等で全員の状況を把握。 

（２）訪問診療事業 

 当保健所管内は神経難病の専門診療に

関する資源が十分ではないため、一部の

患者に対して神経内科専門医による訪問

診療事業を年 4 回実施している。複数主

治医制でかかりつけ医との共診としてい

る。2019 年度は 8 人（延 9 人）に実施。

2020年度は 10月末現在で 7人（延 8人）。 

（３）難病対策検討会の開催 

 専門医と管内関係者による検討会（難

病対策地域協議会に相当）を開催すると

ともに、病院との連絡会、ケース検討会、

研修会を実施している。 

（４）南海トラフ地震時重点継続要医療

者対応 高知県では、南海トラフ地震時

重点継続要医療者支援マニュアルにおい

て、医療ケアの中断が生命の維持に関わ

る難病等の慢性患者を「重点継続要医療

者」としている。県保健所がマネジメン

トし、市町村が全人工呼吸器装着患者と

在宅酸素療法患者のうち酸素吸入量が多

く避難行動に支援が必要な者等の災害時

個別支援計画を作成することとなってい

る。当保健所内の人工呼吸器装着の難病

患者については全員の災害時個別支援計

画が作成できている。 

 そのほか、訪問以外の相談対応（来所、

電話）、地域交流推進事業（セルフヘル

プグループ育成）などを行っている。 

２）考察 

 A 対応患者や新規患者のほぼ全数を訪

問したことによって、在宅療養に配慮が

必要な難病患者の実際像が明らかとなり、

ニーズを顕在化させることができた。家

庭訪問や訪問診療により、保健所保健師

が難病患者にとっての「マイ保健師」と

なることで、容易に保健所に相談を持ち

込める関係を構築し、医療機関との調整

や生活・介護・障害福祉関係者（市町村

が所管する介護保険、包括支援センター、

障害福祉部門、訪問看護、介護支援専門

員、介護事業所、総合福祉法による相談

支援事業所など）との有機的な連携を構

築することができた。また、医療健康管

理に対する知識と技術を深めるとともに、

市町村が担っている生活・介護・障害福

祉に対する理解と、地域保健法に定める

保健所の役割としての技術的助言を行え

る環境を構築できた。なお、保健所の支

援により農福連携において就労に結びつ

いた難病ケースが 4 例ある（後述、「３．

自殺対策と障害や生きづらさを抱える人

への就労支援体制づくり」を参照）。難

病対策検討会は発展途上にあり、地域で

の課題や活動目的の共有を図ろうとして

いるところであり、2020 年度は ALS 患者

の災害時の初期避難から福祉避難および

医療救護（呼吸器他）について具体事例

でのディスカッションを実施した。南海

トラフ地震対応は、個別支援計画作成支

援をひきつづき推進したい。 

 

３．自殺対策と障害や生きづらさを抱え

る人への就労支援体制づくり 

 

 以前、県保健所の中で自殺死亡率が最

も高かったため（2011 年 42.3：県全体

26.0）、2013 年より保健所が多機関の調

整を行って「ここから東部地域ネットワ

ーク会議（自殺予防ネットワーク）を発

足させた。2020 年時点では、市町村・広

域連合、市福祉事務所、地域包括支援セ

ンター、警察署、消防署、精神科医療機

関、県立総合病院、社会福祉協議会、サ

ポステ、司法書士会、法テラス弁護士事

務所、ひまわり基金弁護士事務所、高等

学校、就労継続支援事業所、相談支援事

業所、断酒会、薬剤師会、保護観察所、

- 40 -



 

人権擁護委員、農家、飲食店、不動産業

など 50 以上の関係機関が参加している。 

 この中で、以前から自殺未遂を繰り返

す事例があり、それぞれの機関に、自殺

未遂者の再企図を防ぎたいとの強い思い

を持った職員が存在していた。2016 年に

は警察、消防、救急病院等でかかわった

自殺未遂者について、かかわった機関が

本人または家族の同意を取って保健所に

つなぎ、保健所が市町村・広域連合や関

係機関につないでいく「自殺未遂者相談

支援事業」を開始、2021 年 2 月までに 29

人の自殺未遂者の支援を行いこれまでに

再企図はない。 

 自殺未遂者の支援では多方面の課題に

「ここから東部地域ネットワーク会議」

のメンバーが対処していったが、この中

で生きづらさを抱えた人、障害者、ひき

こもりの人の就労の場を確保することが

必要かつ有用であることが提起され、地

域の基幹産業である園芸農業とのコラボ

レーションによるいわゆる農福連携が始

まった。最初は、あるひきこもり者の耕

作予定地の石取り作業の才能に着目し、

協力農家へ就農を勧めてみたことから始

まった。2017 年度より、安芸市自立支援

協議会に就労支援専門部会を設置して関

係者の協議に入り、2018 年から安芸市役

所、障害者就業・生活支援センター、JA、

農業振興センターとともに「安芸市農福

連携研究会」を発足させ、議論を重ね、

2019 年には「農福連携高知県サミット in

あき」を開催、安芸市に次いで、室戸市

に「障がい者の就労支援を考える会が発

足」した。農福連携研究会の主要メンバ

ーが 2020 年に「一般社団法人絆ファー

ム」を設立し「多機能型事業所 TEAM あき」

を運営している。 

 2021 年 3 月現在、農福連携の協力従事

先は 27カ所（安芸市 20カ所・外 7カ所）、

利用者は 83 人、主な障害名は精神障害

（統合失調症・うつなど）30 人、発達障

害 16 人、上記以外のひきこもり 15 人、

知的障害 7 人、身体障害（聴覚・肢体）2

人、その他 8 人となっている。 

また、どこかの支援機関に相談があれば、

農福連携の仕組みにつながるようになっ

ている。 

 この取組は、自殺対策を通して生まれ

た連携の中で、生きづらさを抱えた人、

障害者、ひきこもりの人たちの問題を、

農家や本人も交えて関係する皆で共有し、

理想を描きながら勧めていったものであ

り、保健所がその一翼を担ったソーシャ

ルキャピタルの醸成の事例と捉えること

もできる。 

 

Ｄ．結論 

 「健康づくり・多様な健康問題」に関し、

保健所の企画調整、人材育成、関係機関と

の連携・協働構築、ソーシャルキャピタル

の醸成、保健師機能などについて生活習慣

病、難病、障害保健福祉の事例を提示して

考察した。保健所の高度な技術的専門性や

企画調整機能を認識するとともに、地域の

関係者、行政などと一体となって同じ目的

を抱き課題を共有し、みんなで智慧を出し

ながら、各々が主体的に取り組める環境を

つくることが大切である。 

 

Ｅ．研究発表  

１．論文発表 
 箭野しづこ，福永一郎．保健医療福祉の

連携により取り組む糖尿病性腎症重症化予

防対策について．日本公衆衛生雑誌 

67(10).458-458.2020． 
 山岡夏海，他．保健所における難病に関

する保健活動について．四国公衆衛生学会 

雑誌．66(1).35．2021． 
 
２．学会発表 
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 箭野しづこ，福永一郎．保健医療福祉の

連携により取り組む糖尿病性腎症重症化予

防対策について．第 79 回日本公衆衛生学会．

2020 年 10 月 
 山岡夏海，他．保健所における難病に関

する保健活動について．2020 年度四国公衆

衛生研究発表会．2021 年 2 月 
 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
特になし 

２．実用新案登録 
特になし 

３．その他 
特になし
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